
平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

35 25 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 35 31 100

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 35 16 100

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

168 2,363 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 133 2,246 100

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 122 2,079 100

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

35 2,000 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 35 2,000 100

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 35 2,000 100

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

35 6,036 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 食 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 35 5,970 100

上乗 □ （ 人 ） （ 食 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 35 6,078 100

□ （ 人 ） （ 食 ） （ ％ ）

障害福祉課
わかくさ学園

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

わかくさ学園維持管
理事業

全額補助 一部補助有 市全額

対象 施設設備

園児数 件数

維持管理に必
要で実施され
た保守、修繕
等の割合

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

4,331 3,451 7,782

説明欄：療育環境の安
全、良好性を確保するた
めに行う建物及び機械設
備等の定期的な保守点検
管理費。及び、事業を行
うための光熱水費、燃料
費。

24年度以降に向けた方向性：

説明欄：障害者自立支援法に基づく児童デ
イサービスを安全かつ円滑に行うために、
建物・設備の保守管理及び事業実施に伴う
光熱水費、燃料費等の使用であることから
妥当である。
なお、平成２０年１２月に竣工、新設した
施設であり、建物・設備の良好性を維持す
る。不具合等に対しては早急に対応し、不
備の拡大、修繕費の増大を回避する。ま
た、光熱水費、燃料費等については、一層
の節約に努める。

所管課長 障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：

説明欄：

・障害者自立支援法
・東久留米市心身障害児通園施設条例
・東久留米市心身障害児通園施設条例施行
規則
・東久留米市心身障害児通園施設運営要綱

4,828 3,238 8,066 3,068

手段
・

内容

機械設備等の保守点検及び故障個所
等の修繕。植栽の剪定及び消毒。清
掃委託等。

2,833

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
施設設備の状態を良好に保ち、療育
環境の安全性と機能性を確保する。

2,899 986 3,885

その他（　　　　　　　　　　　　　）

15-03-02

障害福祉課
わかくさ学園

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

15-03-01

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

5,387 9,973 15,360

1,294

説明欄：臨時賃金、謝金
等の運営費の1/2が補助
額となる。・障害者施策推進区市町村包括補助事業実

施要綱
・障害者施策推進区市町村包括補助事業補
助要綱
・東久留米市心身障害児通園施設条例
・東久留米市心身障害児通園施設条例施行
規則
・東久留米市心身障害児通園施設運営要綱

5,109 9,357 14,466 1,911

市内在住の発達に心配のある乳幼児
等

利用児数 件数
利用を希望し
利用できた割
合

わかくさ学園発達相
談事業

24年度以降に向けた方向性：
説明欄：

手段
・

内容

専従の正規職員を1名配置。発達相
談、親子保育、ことばの教室、外
来・訪問機能訓練、訪問相談等によ
り、具体的な援助も実施。

説明欄：東京都の障害者施策推進区市町村
包括補助事業の補助により行っている事業
であり、年々、利用者、利用件数が増加し
ていることから、維持継続することが妥当
である。

所管課長 障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

2,320

市独自上乗せ（上乗・横出）

14,054 1,093

事業
形態

直営（委託無）

意図
発達上の問題点を把握し、必要な助
言、援助を行い、その解決または改
善を行う。 4,391 9,663

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

15-03-03

障害福祉課
わかくさ学園

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

事業
形態

直営（委託無）

事業
形態

対象 在園児
・障害者自立支援法
・東久留米市心身障害児通園施設条例
・東久留米市心身障害児通園施設条例施行
規則
・東久留米市心身障害児通園施設運営要綱
・東久留米市立わかくさ学園医療的ケア実
施要綱

わかくさ学園園児健
康管理事業

手段
・

内容

健康診断、歯科検診、医療相談、視
力検査の他、日常的な健康状態の把
握、医療処置、及び異常が見られる
場合の対応等。全額補助 一部補助有 市全額

7,760 11,734

意図
園児の健康状態を把握し健康管理を
行うとともに、指導・援助を行い、
健康増進を図る｡

その他（　　　　　　　　　　　　　）

15-03-04

障害福祉課
わかくさ学園

園児数

わかくさ学園給食事
業

手段
・

内容

2,881
説明欄：障害者自立支援法に基づく児童デ
イサービスによる日々の療育を行ううえ
で、児童の健康状態の把握及び健康管理は
必要不可欠であることから維持継続が妥当
である。

所管課長 障害福祉課　 相川　浩一

件数
必要な処置、
検診等で実施
された割合

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

3,974

園児数

説明欄：

2,600

5,078 7,149 12,227 2,267

説明欄：嘱託医報酬及び
臨時看護師の賃金、歯科
検診委託料、医薬材料費
などが主な支出となって
いる。

24年度以降に向けた方向性：

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 在園児

園児ひとりひとりの発達・障害特性
（代謝異常、アレルギー、接食機能
等）に応じた食事を調理し、給食と
して提供する

2,321 8,716 11,037

説明欄：障害者自立支援法に基づく児童デ
イサービスによる療育の一環として実施し
ているもので、障害による摂食機能及び偏
食の改善等に重要であることから、維持継
続が妥当である。

説明欄：

4,591 7,280 11,871

説明欄：保護者には給食
費として１食につき２０
０円を負担してもらって
いる。これにより、ほぼ
年間の食材料費をまか
なっている。

24年度以降に向けた方向性：
説明欄：

・障害者自立支援法
・東久留米市心身障害児通園施設条例
・東久留米市心身障害児通園施設条例施行
規則
・東久留米市心身障害児通園施設運営要綱

2,363 8,478 10,841 1,483

所管課長

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

1,519

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

意図
接食機能の向上。正しい食習慣の獲
得により、発達の土台となる健康な
体づくりを促す｡ 2,338 8,174 10,512 1,044

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

食数
希望する食数
に対して提供
できた割合

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

障害福祉課　 相川　浩一

その他（　　　　　　　　　　　　　）

事務事業名

指標 指標 指標

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

障害者への療育支援

事務事業全体 一般財源分

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名 15 障害者福祉の推進 基本事業番号・名 15-03

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業名

指標 指標 指標

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

障害者への療育支援

事務事業全体 一般財源分

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名 15 障害者福祉の推進 基本事業番号・名 15-03

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

35 910 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 35 935 100

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 35 1,042 100

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

35 81 100 必要性 3 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 3 有効性 4 達成度 4 効率性 3

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 35 96 100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 35 91 100

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

35 213 6,332 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 35 211 6,270

上乗 □ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 27 214 5,444

□ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

15-03-05

障害福祉課
わかくさ学園

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 在園児

園児数 運行回数 運行率

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

5,061 6,345 11,406

説明欄：利用片道１回に
つき介護給付費の加算と
しておおむね５５０円
（うち保護者負担分は５
５円）が歳入となる。

24年度以降に向けた方向性：
説明欄：

・障害者自立支援法
・東久留米市心身障害児通園施設条例
・東久留米市心身障害児通園施設条例施行
規則
・東久留米市心身障害児通園施設運営要綱

5,204 5,953 11,157 3,266

わかくさ学園通園バ
ス運行事業

手段
・

内容

マイクロバスとワゴン車の2台により
市内を運行。運行管理は運行業者及
びシルバー人材センターに委託。職
員が5人添乗。所要時間約１時間

説明欄：障害者自立支援法に基づく児童デ
イサービスを受けるための必要不可欠な交
通手段となっていることから、維持継続が
妥当である。

所管課長 障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

3,311

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
家族による送迎が困難なケースもあ
り、毎日の療育が円滑に受けられる
ように通園手段を保障する 4,826 4,718 9,544 2,154

その他（　　　　　　　　　　　　　）

15-03-06

障害福祉課
わかくさ学園

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 在園児及び家族

園児数 参加者数 実施率

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

643 1,656 2,299

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：家族の宿泊費
等は自己負担。

485 1,554 2,039 304

近県の宿泊施設に１泊２日で泊ま
り、近隣の施設等で様々な経験をす
る。家族間の交流も図る｡

説明欄：障害のために家庭での社会経験が
著しく制約されるため、学園の事業として
行うことにより、貴重な社会経験の機会と
なっている。また、生活の状況等を職員と
保護者と確認しあい、日々の療育や家庭の
子育てに生かす。さらに、親同士の大切な
交流の場でもあり、ともに学び合い、支え
合う関係づくりのつながるなど、通常の療
育では得ることのできない重要な事業と
なっている。

所管課長 障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：障害のために家庭での社会経験が
著しく制約されるため、学園の事業として
行うことにより、貴重な社会経験の機会と
なっている。また、生活の状況等を職員と
保護者と確認しあい、日々の療育や家庭の
子育てに生かす。さらに、親同士の大切な
交流の場でもあり、ともに学び合い、支え
合う関係づくりのつながるなど、通常の療
育では得ることのできない重要な事業と
なっている。

全額補助 一部補助有 市全額

説明欄：

・東久留米市心身障害児通園施設条例
・東久留米市心身障害児通園施設条例施行
規則
・東久留米市心身障害児通園施設運営要綱

421

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
新しい経験をしたり、24時間の生活
状況を知り、児童の発達の手がかり
を得る｡家族間の交流を深める。 542 1,656 2,198 242

15-03-07

障害福祉課
わかくさ学園

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

わかくさ学園親子療
育キャンプ事業

手段
・

内容

現状維持

19,099 71,850 90,949

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市全額

利用契約知的障害児

利用児数 指導日数 出席人数

24年度以降に向けた方向性：

障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：介護給付費とし
て１人１日利用につきお
おむね.４４２８円（う
ち１割は保護者負担）が
給付される。

・障害者自立支援法
・東久留米市心身障害児通園施設条例
・東久留米市心身障害児通園施設条例施行
規則
・東久留米市心身障害児通園施設運営要綱
・東久留米市立わかくさ学園医療的ケア実
施要領

15,471 92,795 108,266

24年度以降に向けた方向性：

説明欄：

全額補助 一部補助有

73,625

説明欄：

9,709

わかくさ学園児童デ
イサービス事業

手段
・

内容

肢体不自由児、知的障害児、及び発
達障害児の混合の11～12名のグルー
プを中心とした集団療育により訓
練・指導を行う。

説明欄：障害者自立支援法に基づく児童デ
イサービスであることから、維持継続が妥
当である。
ただし、平成２４年４月から、当該事業の
障害者自立支援法から児童福祉法への移行
に伴い事業の変更が予定されていることか
ら、制度変更への対応が必要となる。

所管課長

事業
形態

直営（委託無）

意図
健全な発達を促し、障害を軽減する
ことにより、自立を促す

12,059 61,566 5,450

その他（　　　　　　　　　　　　　）

12,495

市独自上乗せ（上乗・横出）

東久留米市


